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電気工事業の現状  

 

令和 7年 10月 

 
 
１．電気工事業の制度的位置付け 

 

1） 「電気工事」は、建設業法の許可業種（土木一式工事と建築一式工事の２つの 

一式工事のほか２７の専門工事の計２９の業種に分類）の１業種。 

建設業の２９業種一覧     

1. 土木一式工事業 11. 鋼構造物工事業 21. 熱絶縁工事業 

2. 建築一式工事業 12. 鉄筋工事業 22. 電気通信工事業 

3. 大工工事業 13. 舗装工事業 23. 造園工事業 

4. 左官工事業 14. しゅんせつ工事業 24. さく井工事業 

5. とび・土工工事業 15. 板金工事業 25. 建具工事業 

6. 石工事業 16. ガラス工事業 26. 水道施設工事業 

7. 屋根工事業 17. 塗装工事業 27. 消防施設工事業 

8. 電気工事業 18. 防水工事業 28. 清掃施設工事業 

9. 管工事業 19. 内装仕上工事業 29. 解体工事業 

10. タイル・れんが・ブロッ

ク工事業 
20. 機械器具設置工事業 

  

 

2） 建設業法による指定建設業７業種のうちの１業種 

 

 「指定建設業」とは、建設業法で特別に定められた 7 つの業種のことを指します。

これらの業種は、工事の規模や技術的難易度が高く、特に高度な専門知識と技術を

要するため、建設業法で特別に規定されているのです。 
土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、 
鋼構造物工事業、舗装工事業、造園工事業 

 

 

3) 建設業法以外の関係法制度 

 

◆ 電気工事業法（昭和 35年法律第 137号） 

・電気工事業を営むためには、国（経済産業大臣または都道府県知事）への届

出が必要。 

・一般用電気工作物と自家用電気工作物に関する工事の技術的な安全確保を目

的。 

・電気工事業者は技術者（電気工事士や電気主任技術者）を専任させる必要が

ある。 

 

◆ 関連法規 

・電気事業法  ：電力会社などの電気事業者を規定。 

・労働安全衛生法：高所作業や感電防止などの安全規制。 
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２．電気工事業としての市場規模（推定）  

              

 １）建設投資見通し 

 

 2025年度（R7）の建設投資は 76兆 6,700億円（対前年比 4.7％増）、2026年度

は 80兆 7,300億円(対前年比 5.3％増）となる見通しである。 
 

( 2025 年 10 月 10 日発表 （一財）建設経済研究所 資料より ) 

 

 
 

また、当業界が主とする建築分野の投資のうち関連の大きい民間非住宅建設投

資について、2025 年度は 20 兆 4,100 億円（対前年比 5.9%）で、企業の設備投資

意欲を反映し、オフィス需要の増加、工場、倉庫・流通施設も引き続き投資が期待

され、着工床面積は前年度比で微増と予測される。 
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2） 完成工事高で見た電気工事業が占める割合について  
国交省 建設工事施工統計調査報告 2025 年 3 月 31 日発表および同調査の過去履歴データより 

(注意）この調査結果は、標本調査ですので、金額、件数は業界全体を表すものではない。 

 

 電気工事業の完成高では、全工事業に対する占める割合は、 

建設業全体の約１割（8.9%）と推定される。 

 

  

 
３．許可業者数の動向       

（ 国交省「建設業許可業者数調査の結果」令和 7 年 3 月 31 日発表より ） 
 

【業者数】  

公表資料から（令和 7年 3月末） 

建設業許可業者数････････････････････ 483,700 社（対前年比 0.9％増） 

うち 

電気工事業の許可を有する業者数････  65,497 社（対前年比 1.8％増） 

全体の 13.5％にあたる 

 
【業種別許可の保有業者数】） 

（１）業種別の許可総数 

・建設業の許可は、土木工事業、建築工事業等の 29 業種が設けられている。 
業種別許可の総数は 1,765,866 件(対前年比 1.9 %)の増加となった。 

 
（２）取得業種数別 業者数 

・1 業種のみの許可を受けている業者は  
222,560 社（全体の 46.0％）       

合計 483,700 社（100%） 
・複数業種の許可を受けている業者は 
 261,140 社（全体の 54.0％） 
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建設業許可業者における業種別許可の取得率と業者数

電気 65,497 社

電気通信 16,523 社

業種別許可の取得率

許可業者の総数

483,3700 社

建築

143,593 社

とび・土木

183,700 社

（令和7 年 3 月末現在）
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４．建設業の中での電気工事業に従事する人員数         
（ 国交省「建設工事施工統計調査」2023(R5)年度まとめ 第８表 2025 年 3 月 31 日公表より ） 

 

 建設業に従事する者は 492万人であり、うち電気工事業に従事する人員数は 49.5万人

で全体の約１割（10.1％）を占めている。 

 

令和５年度分の調査報告のまとめ 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人数 構成比 ％ 前年対比

総数 4,921,191 100.0%

１． 総合工事業 2,318,278 47.1% 0.2%

建 築 工 事 業 1,103,898 22.4% -3.7%

土 木 工 事 業 589,190 12.0% 7.1%

一 般 土 木 建 築 工 事 業 298,029 6.1% 0.5%

木 造 建 築 工 事 業 161,851 3.3% 4.1%

舗 装 工 事 業 74,597 1.5% -3.9%

造 園 工 事 業 51,775 1.1% 6.1%

上記以外の2業種 38,939 0.8%

２． 職別工事業 1,195,289 24.3% 6.4%

とび・土工・コンクリート工 事業 287,355 5.8% 12.0%

内 装 工 事 業 199,473 4.1% 3.5%

塗 装 工 事 業 126,643 2.6% 3.7%

鉄 骨 工 事 業 102,939 2.1% -1.8%

大 工 工 事 業 77,311 1.6% 4.7%

建 具 工 事 業 84,412 1.7% 19.0%

上記以外の10業種 317,155 6.4%

３． 設備工事業 1,407,625 28.6% 4.8%

電 気 工 事 業 495,200 10.1% 7.5%

管 工 事 業 368,624 7.5% 11.5%

機 械 器 具 設 置 工 事 業 303,385 6.2% 4.1%

電 気 通 信 工 事 業 164,342 3.3% -10.8%

上記以外の4業種 76,074 1.5%

 建設業 就業者数

電気工事業の就業者数 
全建設業の約１割(10.1%)にあたる 

  ↓ 
就業者数の全体では 
（対前年比 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄｱｯﾌﾟ） 
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５.最近の受注動向    

 

本年度の受注動向（速報値を含む）は、出だし好調に推移している。 
直近３年間と本年度の受注動向は下記のグラフの通りである。 

 
 

 
 

 
 

  
当協会「設備工事業に係る受注高調査（各工事主要２０社）」より  
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５.市町村における分離発注の動向 

 
 改正公共工事品質確保法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」に「設備工事の分離発注」

が明記されていますが、一部の公共発注機関において、多様な入札契約方式の試行や専門技術者の

不足、入札不調の増加等の理由から一括発注方式を採用する動きが見られます。 

 

 

 
 

 
                              以 上   

Ａ．原則分離発注を実施している市町村の割合（令和７年調査、都道府県別）

R 3 1,732 1,216 70% 326 19% 190 11% 1,217 70% 50 3% 320 18% 145 8%

R 4 1,732 1,223 71% 332 19% 177 10% 1,222 71% 24 1% 305 18% 181 10%

R 5 1,732 1,244 72% 322 19% 166 10% 1,245 72% 33 2% 283 16% 171 10%

R 6 1,732 1,226 71% 332 19% 174 10% 1,222 71% 28 2% 308 18% 174 10%

R 7 1,732 1,224 71% 332 19% 176 10% 1,222 71% 47 3% 285 16% 180 10%

Ｂ．直近５ヵ年の推移

年
市町村
総数

現     状 今後の方針

原則分離発注 原則一括発注 その他 分離発注維持 一括発注→分離発注 一括発注維持 その他

件 数 構成比 件 数 構成比 構成比

(注)電設協「市町村における分離発注の現状と今後の方針調査」による
    東京都内62市区町村中、離島の9町村分は含まない

件 数 構成比 件 数 構成比 件 数件 数 構成比 件 数 構成比

   
  

18%

100%
分離発注の採用市町村の割合

沖縄県

※ 本調査結果はあくまで発注にお

ける原則の有無であり、実際の

発注工事実績ではない 




